
令和 2 年 4 月 

委 託 業 務 仕 様 書 

  四日市市 都市整備部 道路建設課、道路維持課、河川排水課、市街地整備・公園課 
商工農水部 農水振興課                 

 

（優先順位） 

第１  本委託の業務にあたっての優先順位は下記のとおりとする。 

１ 契約図書 

２ 三重県業務委託共通仕様書 

 

 (共通事項) 

第２  １ 本委託の業務に当たっては、「三重県業務委託共通仕様書（平成２７年１１月）」 

(三重県のホームページ及び四日市市担当課各課にて縦覧）を準用する。 

２ 他の業務が関連する場合は、監督職員の指示のもと、他業務受託者と調整を行

い、円滑に業務が遂行できるよう協力すること。 

３ この契約による業務を行うに当たり個人情報（特定個人情報（個人番号をその

内容に含む個人情報をいう。）を含む。）を取り扱う場合においては、別紙の『個

人情報取扱注意事項』を遵守すること。また、『個人情報取扱注意事項』に記載の

ない事項については、三重県業務委託共通仕様書（平成 27 年 11 月）に別記で記

載された『個人情報の取扱いに関する特記事項』によるものとする。 

４ 三重県業務委託共通仕様書第１編１－１１－３に基づき、契約金額１００万円

以上の業務については、業務実績情報システム（テクリス）へ登録し、「登録内容

確認書」を提出すること。ただし、農業農村整備事業における業務については、

農業農村整備事業測量調査設計業務実績情報サービス（AGRIS）へ登録し、「AGRIS

登録結果通知」を提出すること。 

 

（暴力団等不当介入に関する事項） 

第３  １ 契約の解除 

四日市市の締結する契約等からの暴力団等排除措置要網（平成 20 年四日市市告

示第２８号）第 ３ 条又は第 ４ 条の規定により、四日市市建設工事等入札参加

資格停止基準に基づく入札参加資格停止措置を受けたときは､契約を解除するこ

とがある。 

２ 暴力団等による不当介入を受けたときの義務 

（１）不当介入には、断固拒否するとともに､速やかに警察へ通報並びに業務発注所

属へ報告し､警察への捜査協力を行うこと。 

（２）契約の履行において、不当介入を受けたことにより、業務遂行に支障が生じ

たり、納期等に遅れが生じるおそれがあるときには、業務発注所属と協議を行うこ

と。 



（３）(1)(2)の義務を怠ったときは、四日市市建設工事等入札参加資格停止基準に基

づく入札参加資格停止等の措置を講ずる。 

 

（特記仕様書） 

第４  前項の他、別記の特記仕様書を附す。 

 



〔別紙〕 

個人情報取扱注意事項 

 

（基本事項） 

第１ この契約による業務の委託を受けた者（以下「乙」という。）は、この契約による業

務を行うに当たり、個人情報（特定個人情報（個人番号をその内容に含む個人情報をい

う。）を含む。以下同じ。）を取り扱う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人

の権利利益を侵害することのないようにしなければならない。 

 

（受託者の義務） 

第２ 乙及びこの契約による業務に従事している者又は従事していた者（以下「乙の従事

者」という。）は、当該業務を行うに当たり、個人情報を取り扱うときは、四日市市個人

情報保護条例（平成 11 年四日市市条例第 25 号。以下「条例」という。）第１１条に規定

する義務を負う。 

２ 乙は、この契約による業務において個人情報が適正に取り扱われるよう乙の従事者を

指揮監督しなければならない。 

 

（秘密の保持） 

第３ 乙及び乙の従事者は、この契約による業務を行うに当たって知り得た個人情報を当

該業務を行うために必要な範囲を超えて使用し、又は他人に知らせてはならない。 

２ 乙は、乙の従事者が在職中及び退職後においても、前項の規定を遵守するように必要

な措置を講じなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 

（適正な管理） 

第４ 乙は、この契約による業務に係る個人情報の漏えい、滅失又は改ざんの防止その他

の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、個人情報の適正な管理のため、管理責任者を置くものとする。 

３ 管理責任者は、個人情報を取り扱う業務の従事者を必要な者に限定し、これらの従事

者に対して、個人情報の管理方法等について適正な指導管理を行わなければならない。 

４ 四日市市（以下「甲」という。）は、必要があると認めたときは、個人情報の管理状況

等に関し、乙に対して報告を求め、又は乙の作業場所を実地に調査することができるも

のとする。この場合において、甲は乙に必要な改善を指示することができるものとし、

乙は、その指示に従わなければならない。 

  



（収集の制限） 

第５ 乙及び乙の従事者は、この契約による業務を行うために、個人情報を収集するとき

は、当該業務を行うために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければ

ならない。 

 

（再委託の禁止） 

第６ 乙は、あらかじめ甲の承諾があった場合を除き、この契約による業務を第三者に委

託し、又は請け負わせてはならない。 

２ 乙は、前項の承諾により再委託（下請を含む。以下同じ。）する場合は、再委託先にお

ける個人情報の適正な取り扱いのために必要な措置を講じなければならない。 

３ 前項の場合において、乙は、再委託先と本注意事項に準じた個人情報の取り扱いに関

する契約を交わすものとする。 

 

（複写、複製の禁止） 

第７ 乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、この契約

による業務を行うに当たって、甲から提供された個人情報が記録された資料等（以下「資

料等」という。）を複写し、又は複製してはならない。 

 

（持ち出しの禁止） 

第８ 乙及び乙の従事者は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、資料等（複

写又は複製したものを含む。第９において同じ。）を契約書に指定された作業場所から持

ち出してはならない。 

２ 甲及び乙は、乙が前項の指示又は承諾により資料等を持ち出す場合、その内容、期間、

持ち出し先、輸送方法等を書面により確認するものとする。 

３ 前項の場合において、乙は、資料等に施錠又は暗号化等を施して関係者以外の者がア

クセスできないようにするとともに、資料等を善良なる管理者の注意をもって保管又は

管理し、漏えい、滅失及びき損の防止その他適切な管理を行わなければならない。 

 

（資料等の返還） 

第９ 乙は、この契約による業務を行うに当たって、甲から提供された個人情報が記録さ

れた資料等を、当該業務の終了後速やかに甲に返還し、又は引き渡さなければならない。

ただし、甲の指示により廃棄し、又は消去する場合を除く。 

  



２ 前項の廃棄又は消去は、次の各号に定めるほか、他に漏えいしないよう適切な方法に

より行うものとする。 

（１）紙媒体  シュレッダーによる裁断 

（２）電子媒体 データ完全消去ツールによる無意味なデータの上書き、もしくは媒体の

破砕 

３ 乙は、第６の規定により甲の承諾を得てこの契約による業務を第三者に委託し、又は

請け負わせたときは、当該業務の終了後速やかに当該第三者から資料等を回収のうえ甲

に返還し、又は引き渡さなければならない。ただし、甲の指示により、乙又は第三者が

資料等を廃棄し、又は消去する場合を除く。 

４ 前項ただし書の規定により、第三者が資料等を廃棄し、又は消去する場合においては、

乙は、当該資料等が廃棄、又は消去されたことを直接確認しなければならない。 

 

（研修・教育の実施） 

第１０ 乙は、乙の従事者に対し、個人情報の重要性についての認識を深めるとともに、

この契約による業務における個人情報の適正な取扱いに資するための研修・教育を行う

ものとする。 

 

（罰則等の周知） 

第１１ 乙は、条例第４４条、第４５条、第４７条及び第４８条に規定する罰則適用につ

いて、乙の従事者に周知するものとする。 

 

（苦情の処理） 

第１２ 乙は、この契約による業務を行うに当たって、個人情報の取扱いに関して苦情が

あったときは、適切かつ迅速な処理に努めるものとする。 

 

（事故発生時における報告） 

第１３ 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事故が生じ、又は生じるおそれがあ

ることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

（契約解除及び損害賠償） 

第１４ 甲は、乙又は乙の従事者がこの個人情報取扱注意事項に違反していると認めたと

きは、契約の解除及び損害賠償の請求をすることができる。 

 



特記仕様書（設計業務条件一覧表）
ＮＯ．1

ア 設計積算条件 ■

■

イ 適用図書 ■

■

■

□

□

ウ 業務計画等 ■

■

■

□

エ 成果の提出 ■

■ □ ３部 ■ ２部）とする。

□

■

□

オ 工程関係 □

□ 関係機関との協議の必要あり（別途資料作成必要あり）

□

カ 照査の実施 ■

 ■

□

キ 打合せ等 ■

■ 照査技術者による照査が定められている場合は以下のとおりとする。

ク 資料の貸与 □

ケ 業務条件 ■

（特記仕様書（その２））のとおり）

コ その他 ■

■
【積算システム更新に伴う対応】本業務は、令和2年度積算基準に基づき積算を行っています。履行期
限が令和4年度以降に及ぶ場合は、変更契約を行うにあたっての積算は新積算システムで行います。そ
の場合の「諸雑費及び端数処理」は令和3年度の積算基準に基づくこととします。また、積算基準に表
示がない端数処理は全国標準積算基準データによるものとします。変更契約を行うにあたっての積算
を新積算システムで行った場合、契約図書の一部は新たな帳票様式となります。(三重県HP「三重県の
公共事業情報」を参照）

明示項目 明示事項（条件及び内容）

積算基準　三重県県土整備部制定　令和2年11月制定

単価適用日　令和3年4月1日制定 【令和3年9月1日　一部改訂】

委託契約書

設計業務等共通仕様書（三重県）　　　平成27年11月制定

部分改正を行った内容も含む（最新改正　令和3年4月）

三重県公共工事共通仕様書（三重県）　令和2年8月制定

部分改正を行った内容も含む（最新改正　令和3年7月）

四日市市景観計画　平成20年2月22日発行【平成30年2月28日変更】

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

契約締結後１４日以内に業務計画書（工程表）を監督職員に提出する。

業務完了の１０日前までに数量報告書（工種、設計数量、実施数量等を記載）を
監督職員に提出する。

業務日報は、監督職員が提出を要求したときすみやかに提出する。

　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

電子記憶媒体を提出すること。ただし、その仕様等については、三重県CALS電子
納品運用マニュアル【令和2年8月改訂】相当によるものとし、Excel、Word、Jw-
Cadで読み取り加工できるものとする。

本業務における成果物の提出部数は、（

指示する期日までに提出する成果物あり。（業務の進捗により指示する。）

成果物の大きさについてはＡ版を原則とし、監督職員に協議承諾を得たものにつ
いてはこの限りではない。

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    ）

業務条件は下記のとおりとする。

別途業務との工程調整の必要あり（別途業務名　　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

照査は下記も含めて実施し、これに基づいて作成した資料は照査報告書に含めて
提出しなければならない。

詳細設計照査要領（国土交通省中部地方整備局　平成29年3月制定）

成果物の中で他の文献、資料等を引用した場合出典名を報告書に明記すること。
また、最新のものであることが確認できるよう出典日時も明記すること。

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

設計業務等着手時及び成果物納入時（成果物案の打合せ時を含む）及び設計図書
で定める業務の区切りにおける打合せには、管理技術者が出席するものとする。

設計業務着手時及び成果物納入時（成果物案の打合せ時を含む）における打合せ
には、照査技術者も出席するものとする。

発注者の貸与する資料は、次のとおりとする。

（注）
１．上記受託業務事項・条件及び内容のレ印該当欄は、作業に当たって制約を受ける事となるので明
　　示する。
２．明示事項に変更が生じた場合及び明示されていない制約等が発生したときは、発注者と別途
　　協議し、適切な措置を講ずるものとする。
３．別途協議とは、設計・現場説明又は作業打合せ等により協議するものとする。 四日市市

令和3年10月



特記仕様書（その２） 

 

第１ 業務目的 

  本業務は、貝塚 13号線ほか 6線における再舗装工事に必要な舗装厚を決定するために、

ＦＷＤ（Falling Weight Deflectometer＝重錘落下式たわみ測定装置）により調査した

たわみ量に基づき、既設舗装の健全度、舗装補修断面等について検討し、適切な舗装厚

を把握することを目的とする。 

 

第２ 適用 

本業務は、本仕様書及び設計図書によるほか、以下の関係法令、参考文献等を基に実

施するものとする。なお、示方書、参考文献等は、作業時点の最新版を用い、作業中に

改訂された場合は事前に監督職員の指示を受けること。 

（１）道路法 

（２）舗装の維持修繕ガイドブック 2013（（社）日本道路協会） 

（３）舗装設計便覧（（社）日本道路協会） 

（４）舗装調査・試験法便覧（（社）日本道路協会） 

（５）その他国土交通省の通達、関係法令及び各示方書 

 

第３ 調査路線及び数量 

本業務の調査路線及び測点数、コア調査箇所数を以下に示す。 

 

路線名 
調査路線 

（ｍ） 
測点数 

コア調査 

箇所数 

石原南五味塚線 170 9 1 

小倉磯津港線 420 22 1 

貝塚 13 号線 650 33 3 

貝塚 14 号線 150 8 1 

内堀町東浦線 100 6 1 

美里ケ丘 2号線 280 15 1 

西坂部高角線 160 9 1 

合計 1,930 102 9 

 

第４ 調査対象車線 

調査対象車線は、原則、対象区間の上下車線とする。 



第５ 業務内容 

（１）舗装の構造調査（ＦＷＤを用いた舗装たわみ量調査） 

①調査準備 

・受託者は、業務全体の目的及び内容を把握するとともに、調査計画の立案を行

う。また、関係資料等の収集についても、必要に応じて行うこと。 

②舗装たわみ量調査（ＦＷＤ測定） 

・舗装の構造調査にはＦＷＤ測定車を用いる。 

・1車線に 20ｍ間隔、上下線ちどり状になるよう測点を配置する。 

・ＦＷＤの載荷荷重は 49kN（5tf）を標準とし、1測点の重錘の落下回数は 4回と

する（1回目のデータは破棄し、2～4回目のデータを平均して採用する）。 

・たわみセンサーは 7 個以上を装着し、最大距離は荷重中心から 150cm 以上とす

る。 

・測定項目は、測定日時、測定情報（路線名、車線、位置、距離）、載荷荷重、外

気温、路面温度、たわみ量とする。測定結果は即時確認し、異常がある場合は再

度測定すること。 

（２）舗装コア調査 

コア削孔により、既設舗装の断面構成（アスコン層厚及び路盤層厚）を把握し、補

修設計断面に反映する。各路線におけるコア調査箇所数は、本特記仕様書第３のとお

りとし、コア調査を行う詳細な箇所は、監督員と協議のうえ、決定すること。また、

調査後の削孔跡は、常温合材等で即日復旧すること。 

（３）たわみ量解析 

舗装たわみ量測定結果から既設舗装の健全度の考察を行う。健全度の評価方法を以

下に示す。 

ア 調査結果からたわみ縦断図を作成する。 

イ 舗装全体の健全度を評価する。 

ウ 路床のＣＢＲを推定する。 

エ 弾性係数から推定した材料の等値換算係数を推定し、残存等値換算厚を算出

する。 

オ アスファルト層は、計測した路面温度から 20℃に補正したたわみ量により、

弾正係数を推定し、評価する。 

（４）補修設計断面の検討 

調査により得られたデータ、交通量区分（監督職員の指示による）、コア調査結果な

らびに現場状況から最適な舗装補修工法・構造を検討する。検討にあたっては、「舗装

設計施工指針、舗装施工便覧、舗装設計便覧、舗装の維持修繕ガイドブック 2013（社

団法人日本道路協会）等に基づき行うものとする。 

 



第６ 照査 

（１）調査結果の照査 

   調査結果で得られたデータについて、その値の妥当性を検討すること。解析等につ

いてはデータ入力に誤りがないか確認し、適切な解析結果であるかどうか照査を行う。 

（２）舗装補修断面の照査 

路線ごとの舗装補修断面の決定に要する計算、舗装構成等が妥当であるかについて

照査を行う。 

 

第７ 報告書作成 

業務成果として報告書を作成する。成果品の提出部数は 2 部（A4 サイズを基準）とす

る。 

 

第８ 交通安全管理 

本業務は、道路上の作業であるので、事故のないよう十分注意すること。また、道路

上で作業を行う際は、交通管理要員の配置を 2人／日（交通誘導警備員Ｂ）とすること。 

 

第８ 打合せ 

打合せ回数は、原則として本業務着手前、中間、成果品納入時の 3回行うものとする。                                     



業務における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等に関する特記仕様書 

 

 

本業務における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置等については、以下により

徹底を図るものとする。 

 

（１） 業務の円滑な履行確保を図る観点から、業務の現場等のみならず関係する会社・

事務所等も含め、現場状況などを勘案しつつ、アルコール消毒液の設置や不特定

の者が触れる箇所の定期的な消毒、手洗い・うがいなど、感染予防の対応を徹底

するとともに、すべての作業従事者等の健康管理に留意すること。 

 

（２） 新型コロナウイルス感染症については、特に、①密閉空間、②密集場所、③密接

場面という３つの条件（以下「三つの密」という。）が同時に重なる場では、感

染を拡大するリスクが高いことから、事務所等における各種の打合せ、更衣室等

における着替えや食事・休憩など、多人数が集まる場面や密室・密閉空間におけ

る作業などにおいては、他の作業従事者と一定の距離を保つことや作業場所の換

気の励行など、三つの密の回避や影響を緩和するための対策に万全を期すこと。 

 

（３） 感染拡大防止対策を実施するために追加で費用を要する場合は、設計変更の対象

とする。ただし、感染防止については、事前に監督員と協議を行い有効な手段と

認められる場合に業務計画書に記載した上で履行することを前提とする。 

 

（４） 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、「業務の一時中止や履行期間

の延長」が必要な場合には、監督員と協議を行うこと。 

 

（５） 作業従事者等が新型コロナウイルス感染症の感染者及び濃厚接触者（以下「感染

者等」という。）であることが判明した場合は、速やかに監督員に報告すること。

また、保健所等の指導に従い、感染者等の自宅待機などの適切な措置を講じるこ

と。 

なお、感染者等であることが判明した場合は、本業務のみならず、受注者が本市

と契約中の全ての業務について、一時中止の措置を行う場合がある。 

 


